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１．下関市立地適正化計画の概要

本市では、人口減少・少子高齢化が進展しても、一定のエリアにおいて人口密度を維持するこ
とにより、日常生活サービスや地域コミュニティが持続的に確保されるよう、居住機能や都市機
能の誘導に向けた考え方等を示すことや、頻発・甚大化する自然災害への対応として都市防災に
関する機能の確保を目的に、下関市立地適正化計画を策定しています。
本計画では、以下の事項を定めています。

■立地適正化計画の対象区域
「下関都市計画区域」及び「下関北都市計画区域」の全域を対象とします。

■居住誘導区域
人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービ

スやコミュニティが持続的に確保されるように居住を誘導する区域です。
本市では、鉄道駅の利用圏及びバス停の利用圏を参考に、急傾斜地崩壊危険区域等の災害リス

クの高い区域を除外して定めています。

■都市機能誘導区域
都市機能を都市の中心拠点等に誘導・集約することにより、各種サービスの効率的な提供を図

る区域です。
本市では、下関市都市計画マスタープランに

示される都市拠点・地域拠点を基本に、鉄道駅
または支所・総合支所、道の駅など拠点の核と
なる施設に近く、周辺からの公共交通によるア
クセスの利便性が高い区域に定めています。

■機能誘導施設
都市活動や市民生活を支える施設や地域の賑

わいや交流を創出する施設で、都市機能誘導区
域に立地を誘導する施設です。
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２．立地適正化計画の届出制度について

「下関市立地適正化計画」の策定に伴い、対象区域内において一定基準以上の下記の行為を行
う場合は、都市再生特別措置法第88条、108条、108条の 2に基づき、事前に届出をすること
が法的に義務付けられています。
この届出制度は、居住誘導区域外における宅地開発等の動向や、都市機能誘導区域外における

誘導施設の立地動向、都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止することを事前に把握する
ことを目的としています。

■届出の対象
立地適正化計画区域を対象とします。（下関都市計画区域及び下関北都市計画区域の全域）
（区域外で行う行為については、届出の対象外です。）
次の行為が届出対象です。

① 居住誘導区域外における一定規模以上の住宅等の開発行為又は建築行為
② 都市機能誘導区域外における都市機能誘導施設の開発行為又は建築行為
③ 都市機能誘導区域内における都市機能誘導施設の休止・廃止

■届出時期
開発行為等に着手する 30日前までに本市へ所定の様式を提出してください。
変更する場合も同様です。

■届出先
下関市 都市整備部 都市計画課 計画係（℡:083-231-1932）

■罰則規定
規定の届出をせず、または虚偽の届出をして開発行為等を行った場合には、都市再生特別措置

法第 130条に基づき、30万円以下の罰金が科されることがあります。

■宅地建物取引業法に基づく重要事項説明
宅地または建物の取引に際して、届出義務に関する規定を説明しなければならないこととされ

ております。（宅地建物取引業法第３５条）
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３．居住誘導区域に関する届出

居住誘導区域外における宅地開発等の動きを把握するための制度で、居住誘導区域外で行われ
る、以下に示す一定規模以上の開発行為又は建築行為については、市⾧への届出が義務付けられ
ます。（都市再生特別措置法第88 条）

■対象となる行為
○開発行為
① ３戸以上の住宅の建築目的の開発行為
② １戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、
その規模が1,000㎡以上のもの

○建築等行為
① ３戸以上の住宅を新築しようとする場合
② 建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して
３戸以上の住宅とする場合

■届出時期
開発行為等に着手する30日前までに届出を行う必要があります。

■届出書類
開発行為の場合
●届出書（様式１）→ P9
●添付図書
・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する
図面（縮尺1/1,000以上）

・設計図（縮尺 1/100以上）
・その他参考となる事項を記載した図書

建築行為の場合
●届出書（様式２）→ P10
●添付図書
・敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺 1/100以上）
・建築物の 2面以上の立地図及び各階平面図（縮尺1/50 以上）
・その他参考となる事項を記載した図書

届出内容を変更する場合
●届出書（様式３）→ P11
●添付図書:上記それぞれの場合と同様

■届出部数 １部

開発行為

建築等行為
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４．都市機能誘導区域に関する届出

都市機能誘導区域外における誘導施設の立地動向、都市機能誘導区域内における誘導施設の休
廃止することを事前に把握するための制度で、都市機能誘導区域外で都市機能誘導施設を有する
建築物の開発行為又は建築行為を行おうとする場合、または都市機能誘導区域内において、誘導
施設の休廃止を行う場合には、市⾧への届出が必要です。
（都市再生特別措置法第108条、第 108 条の 2）

■届出対象となる施設（誘導施設）

※介護保険法の規定に基づき指定を受けた事業所及び施設
（通所介護、(介護予防)通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、(介護予防)認知症対応型通
所介護、(介護予防)小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、第１号通所事業）
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■対象となる行為
○開発行為
都市機能誘導区域外で、誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合

○建築等行為
① 都市機能誘導区域外で、誘導施設を有する建築物を新設しようとする場合
② 都市機能誘導区域外で、建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合
③ 都市機能誘導区域外で、建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物とする場合

○誘導施設の休止・廃止
都市機能誘導区域内で、誘導施設の休止又は廃止しようとする場合

■届出時期
開発行為等に着手する30日前（休廃止の30日前）までに届出を行う必要があります。

■届出書類
開発行為の場合
●届出書（様式４）→ P12
●添付図書
・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示す
る図面（縮尺 1/1,000以上）

・設計図（縮尺 1/100以上）
・その他参考となる事項を記載した図書

建築行為の場合
●届出書（様式５）→ P13
●添付図書
・敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺 1/100以上）
・建築物の 2面以上の立地図及び各階平面図（縮尺1/50 以上）
・その他参考となる事項を記載した図書

届出内容を変更する場合
●届出書（様式６）→ P14
●添付図書:上記それぞれの場合と同様

誘導施設の休止・廃止する場合
●届出書（様式７）→ P15

■届出部数 １部
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５．居住誘導区域

※土砂災害特別警戒区域等は、居住誘導区域に含みません。
※区域の詳細については「しものせき情報マップ」をご確認いただくか、お問い合せください。



7

６．都市機能誘導区域

※誘導施設や区域の詳細については「しものせき情報マップ」をご確認いただくか、お問い合せ
ください。
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７．参考

■居住誘導区域に関する届出の対象外となる行為
都市再生特別措置法（第 88条第 1項）及び都市再生特別措置法施行令（第34条、35条）の

規定により、以下の行為については届出が不要です。

・住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の用に供する目的で
行う開発行為

・同上の住宅等の新築
・建築物を改築し、又はその用途を変更して同上の住宅等とする行為
・非常災害のため必要な応急措置として行う行為
・都市計画事業の施工として行う行為又は都市計画施設を管理することとなる者が当該都市施設
に関する都市計画に適合して行う行為

■都市機能誘導区域に関する届出の対象外となる行為
都市再生特別措置法（第 108条第 1項）及び都市再生特別措置法施行令（第 44条、45条）

の規定により、以下の行為については届出が不要です。

・誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供する目的で行う開発行為
・誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築
・建築物を改築し、又はその用途を変更して、誘導施設を有する建築物で仮設のものとする行為
・非常災害のため必要な応急措置として行う行為
・都市計画事業の施工として行う行為又は都市計画施設を管理することとなる者が当該都市施設
に関する都市計画に適合して行う行為
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８．様式

様式１ 記入例
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様式２ 記入例
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様式３ 記入例
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様式４ 記入例
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様式５ 記入例
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様式６ 記入例
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様式７ 記入例


